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同年８月には「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」が示されました。

　この指針では，地方公共団体の公会計の整備について，国の作成基準に準拠した新たな方式

による財務書類（貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書，資金収支計算書）の作

成及び開示を行うよう，地方公共団体に対して要請がありました。

　この要請に基づき各地方公共団体では公会計の整備を進めていきましたが，総務省は新地方
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出来る材料の１つになっていくものと考えられます。

　常総衛生組合では，平成２７年度決算から「統一的な基準」により，固定資産台帳の整備を

行いました。そのうえで，平成２８年度決算から財務書類を作成しています。

　このことにより，現金の取引情報にとどまらず資産や負債の状況も把握できるようになりま

公会計制度の導入にあたり，「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の二つのモデルを示

め」が公表され，平成２６年３月に「地方自治体における固定資産台帳の整備等に関する作業

部会報告書」「財務書類作成基準に関する作業部会報告書」が公表されました。

２ 常総衛生組合の取り組み

　そして，平成２７年１月に統一的な基準による地方公会計マニュアルが公表され，一部事務

組合を含むすべての地方公共団体へこの統一的な基準での財務書類を平成３０年３月までに作

成するよう要請されました。

していました。東京都は東京都方式，大阪府は大阪府方式とありましたが，複数あることで他

団体との比較ができない等の問題が生じていたため，平成２５年８月に「研究会中間とりまと

概念がありませんでした。

した。住民にとっても，常総衛生組合の財務状況がどういったものであるかを判断することが

I 財務書類の公表について

　国・地方公共団体の公会計制度は，これまで現金収支に着目した単式簿記が採用されてきま

した。ところが単式簿記は，発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ，過去から積み上

げた資産や負債などの状況を把握できないこと，また減価償却や引当金といった会計手続きの

１ 地方公会計制度の概要

　平成１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」が成

立したことにより，地方の資産・債務改革の一環として，自治体の資産や債務の管理に必要な

公会計をさらに整備することを目的に，総務省では「新地方公会計制度研究会」が発足しまし

た。同研究会からは平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され，続けて



　を活用して，固定資産台帳等を整備し，事業や公共施設等のマネジメントも促進す

　ならず，事業や公共施設等のマネジメントの促進をも可能とする勘定科目体系を備

　えていること。

　行財政改革に積極的に活用され，限られた財源を「賢く使うこと」が期待されるこ

　等に対するより一層の説明責任を果たすとともに，資産債務改革や予算編成を含む

　る」とされたことを踏まえ，決算情報（決算分析のための情報）の作成・開示のみ

② 固定資産台帳の整備

　「経済財政運営と改革の基本方針２０１４～デフレから好循環拡大へ～」（平成２

　６年６月２４日閣議決定）において，「各地方公共団体の財政状況が一層比較可能

　となるよう，統一的な基準による地方公会計の整備を促進する。あわせて，ＩＣＴ

　と。

③ 比較可能性の確保

　各地方公共団体が，統一的な基準による財務書類を作成・開示することにより，全

　般的な財務状況をより多面的かつ合理的に明らかにすることを通じて，住民や議会

月３１日となります。なお，地方公共団体に設けられている出納整理期間（翌年度４月１日か

４ 作成基準日

　作成基準日は，各会計年度の最終日となります。今回の令和２年度決算分では，令和３年３

ら５月３１日までの間）の収支については，基準日までに終了したものとみなして取り扱って

います。
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　訳を作成することにより，現金取引（歳入・歳出）のみならず，すべてのフロー情

　報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）及びストック情報（資産・負

① 複式簿記・発生主義の導入

　会計処理方法として複式簿記・発生主義会計を採用し，歳入歳出データから複式仕

　債・純資産の期末残高）を網羅的かつ誘導的に記録・表示すること。

３ 統一的な基準の特徴

　統一的な基準による財務書類は，主に以下のような特徴を有しています。
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　こうしたコストを把握することは，組合の内部的には行政活動の効率性につながり，また，

単年度の資産形成支出の多寡にのみ着目せずに，長期的なコスト意識を醸成することにもつ

茨城県市町村総合事務組合

常総衛生組合

対象となる範囲

却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまで含まれます。

　さらに，その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益

ながるものと考えられます。さらにこれらのコストに対し，使用料等がどうであったかを明

らかにすることもできます。

者負担が，どの程度あったかを把握することができます。

　経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは，受益者負担以外の市町村税や地方

交付税，国庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになります。

５ 作成対象とする範囲

※茨城県市町村総合事務組合は，負担金割合に基づき比例連結（０．０１％）の対象と

　しています。

一般会計等

連結

区分

６ 財務書類４表の種類

〇 貸借対照表

　「負債」は，今後，負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえるこ

　右側の「負債」及び「純資産」は，「資産」を形成するためにどのような財源措置をして

きたかを表しています。

　この貸借対照表では，基準日現在で，どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。

　左側の「資産」は，保有する資産の内容や額が記載してあります。

使ったか，という単年度の状況は把握できますが，現在，どれだけの資産や負債があるのか

という情報は把握ができません。

　地方公共団体の決算書は，１年間でどのような収入がいくらあり，その収入を何にいくら

とができ，一方で，「純資産」は，今後負担する必要性のない資産，言い換えればこれまで

のうち，例えば人的サービスや給付サービスなど，資産形成につながらない行政サービスに

要したコストを表したものです。また，実際に現金の支出を伴うサービスのほかに，減価償

の世代や現在の世代，または国，県が負担した分となります。

〇 行政コスト計算書

　行政コスト計算書は，民間企業の損益計算書にあたるもので，行政運営にかかったコスト
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　業務活動収支は，日常の行政サービスを行う上での収支を表しています。投資活動収支は，

資産形成に関する収支を言います。財務活動収支とは，地方債等の借入や償還に関する収支

を言います。

〇 資産収支計算書

　資金収支計算書は，単年度の資金の収支を表し，１年間の資金の増減を、務活動収支・投

資活動収支・財務活動収支の３区分にわけ，どのような活動に資金が必要であったかを示し

す。

〇 純資産変動計算書

　純資産変動計算書は，貸借対照表の純資産が，１年間でどのような要因で増減したかを表

ています。また，本年度末現金預金残高は，貸借対照表の金融資産の資金の金額と一致しま

すもので，本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

　行政コスト計算書には計上されていない，構成市負担金，国・県等からの補助金等が，本

表の財源に計上されています。また，「純行政コスト」の額が，行政コスト計算書の純行政

コスト（「経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時収益」）をまかなうもので，金額は一致し

ます（純資産変動計算書上はマイナス要因です）。



（単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 939,393,156 　固定負債 117,214,940
　　有形固定資産 939,393,156 　　地方債等 －
　　　事業用資産 897,642,222 　　長期未払金 －
　　　　土地 147,239,924 　　退職手当引当金 117,214,940
　　　　立木竹 － 　　損失補償等引当金 －
　　　　建物 2,338,226,691 　　その他 －
　　　　建物減価償却累計額 △ 1,587,824,398 　流動負債 5,313,777
　　　　工作物 27,386,546 　　1年内償還予定地方債等 －
　　　　工作物減価償却累計額 △ 27,386,541 　　未払金 －
　　　　船舶 － 　　未払費用 －
　　　　船舶減価償却累計額 － 　　前受金 －
　　　　浮標等 － 　　前受収益 －
　　　　浮標等減価償却累計額 － 　　賞与等引当金 5,313,777
　　　　航空機 － 　　預り金 －
　　　　航空機減価償却累計額 － 　　その他 －
　　　　その他 － 負債合計 122,528,717
　　　　その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 － 　固定資産等形成分 939,393,156
　　　インフラ資産 － 　余剰分（不足分） △ 59,206,037
　　　　土地 －
　　　　建物 －
　　　　建物減価償却累計額 －
　　　　工作物 －
　　　　工作物減価償却累計額 －
　　　　その他 －
　　　　その他減価償却累計額 －
　　　　建設仮勘定 －
　　　物品 2,440,092,900
　　　物品減価償却累計額 △ 2,398,341,966
　　無形固定資産 －
　　　ソフトウェア －
　　　その他 －
　　投資その他の資産 －
　　　投資及び出資金 －
　　　　有価証券 －
　　　　出資金 －
　　　　その他 －
　　　投資損失引当金 －
　　　長期延滞債権 －
　　　長期貸付金 －
　　　基金 －
　　　　減債基金 －
　　　　その他 －
　　　その他 －
　　　徴収不能引当金 －
　流動資産 63,322,680
　　現金預金 63,322,680
　　未収金 －
　　短期貸付金 －
　　基金 －
　　　財政調整基金 －
　　　減債基金 －
　　棚卸資産 －
　　その他 －
　　徴収不能引当金 － 純資産合計 880,187,119
資産合計 1,002,715,836 負債及び純資産合計 1,002,715,836
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Ⅱ 一般会計等財務書類

一般会計等貸借対照表
（令和3年3月31日 現在）



（単位：円）

科目 金額

経常費用 340,852,941

　業務費用 330,701,906

　　人件費 85,268,595

　　　職員給与費 75,368,080

　　　賞与等引当金繰入額 5,313,777

　　　退職手当引当金繰入額 1,167,801

　　　その他 3,418,937

　　物件費等 244,471,096

　　　物件費 83,072,492

　　　維持補修費 97,287,126

　　　減価償却費 64,111,478

　　　その他 －

　　その他の業務費用 962,215

　　　支払利息 －

　　　徴収不能引当金繰入額 －

　　　その他 962,215

　移転費用 10,151,035

　　補助金等 10,088,035

　　社会保障給付 －

　　他会計への繰出金 －

　　その他 63,000

経常収益 12,416,944

　使用料及び手数料 12,301,888

　その他 115,056

純経常行政コスト 328,435,997

臨時損失 －

　災害復旧事業費 －

　資産除売却損 －

　投資損失引当金繰入額 －

　損失補償等引当金繰入額 －

　その他 －

臨時利益 －

　資産売却益 －

　その他 －

純行政コスト 328,435,997

－　6　－

一般会計等行政コスト計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日



（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 945,060,116 1,003,504,634 △ 58,444,518

　純行政コスト（△） △ 328,435,997 － △ 328,435,997

　財源 263,563,000 － 263,563,000

　　税収等 263,563,000 － 263,563,000

　　国県等補助金 － － －

　本年度差額 △ 64,872,997 － △ 64,872,997

　固定資産等の変動（内部変動） － △ 64,111,478 64,111,478

　　有形固定資産等の増加 － － －

　　有形固定資産等の減少 － △ 64,111,478 64,111,478

　　貸付金・基金等の増加 － － －

　　貸付金・基金等の減少 － － －

　資産評価差額 － － －

　無償所管換等 － － －

　その他 － － －

　本年度純資産変動額 △ 64,872,997 △ 64,111,478 △ 761,519

本年度末純資産残高 880,187,119 939,393,156 △ 59,206,037

一般会計等純資産変動計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日

科目 合計
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（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出 275,547,046

　　業務費用支出 265,396,011

　　　人件費支出 84,074,178

　　　物件費等支出 180,359,618

　　　支払利息支出 －

　　　その他の支出 962,215

　　移転費用支出 10,151,035

　　　補助金等支出 10,088,035

　　　社会保障給付支出 －

　　　他会計への繰出支出 －

　　　その他の支出 63,000

　業務収入 275,979,944

　　税収等収入 263,563,000

　　国県等補助金収入 －

　　使用料及び手数料収入 12,301,888

　　その他の収入 115,056

　臨時支出 －

　　災害復旧事業費支出 －

　　その他の支出 －

　臨時収入 －

業務活動収支 432,898

【投資活動収支】

　投資活動支出 －

　　公共施設等整備費支出 －

　　基金積立金支出 －

　　投資及び出資金支出 －

　　貸付金支出 －

　　その他の支出 －

　投資活動収入 －

　　国県等補助金収入 －

　　基金取崩収入 －

　　貸付金元金回収収入 －

　　資産売却収入 －

　　その他の収入 －

投資活動収支 －

【財務活動収支】

　財務活動支出 －

　　地方債等償還支出 －

　　その他の支出 －

　財務活動収入 －

　　地方債等発行収入 －

　　その他の収入 －

財務活動収支 －

本年度資金収支額 432,898

前年度末資金残高 62,889,782

本年度末資金残高 63,322,680

前年度末歳計外現金残高 －

本年度歳計外現金増減額 －

本年度末歳計外現金残高 －

本年度末現金預金残高 63,322,680
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一般会計等資金収支計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日
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　臨時支出 －
　臨時収入 －

　投資活動収入 －

前年度末歳計外現金残高 －
本年度歳計外現金増減額 －

【投資活動収支】 －
業務活動収支 432,898

本年度末歳計外現金残高 －

財務活動収支 －

　財務活動支出 －
　財務活動収入 －

投資活動収支

前年度末資金残高
432,898本年度資金収支額

　本年度純資産変動額

　業務支出 275,547,046
　業務収入 275,979,944

資産収支計算書
科目 金額

純経常行政コスト

本年度末現金預金残高 63,322,680

　投資活動支出 －

△ 64,872,997
本年度純資産残高

金額
前年度末純資産残高

　　国庫等補助金
　　物件費等 244,471,096
　　その他の事業費用

－
【財務活動収支】 －

－
－

　純行政コスト △ 328,435,997
　財源 263,563,000
　　税収等 263,563,000

　その他 －

貸借対照表

　　徴収不能引当金 －

880,187,119

純行政コスト 328,435,997

臨時損失 －

　余剰分（不足分） △ 59,206,037
純資産合計 880,187,119

　　未払金 －
　　未払費用 －
　　前受金

　　１年以内償還予定地方債 －

　　損失補償等引当金 －

単位：円

－

　　その他

科目 金額 科目 金額

　固定負債 117,214,940

　　インフラ資産 －
　　物品 41,750,934

－

　　事業用資産 897,642,222

　　前受収益 －
　　賞与等引当金 5,313,777
　　預り金 －

－
　　退職手当引当金 117,214,940

－

負債及び純資産合計 1,002,715,836

　　その他 －
負債合計 122,528,717
【純資産の部】 －

　　徴収不能引当金 －
　流動資産

945,060,116経常費用 340,852,941

本年度末資金残高 63,322,680

経常収益 12,416,944

行政コスト計算書 純資産変動計算書

962,215

　　人件費 85,268,595

　　未収金 －
　　短期貸付金 －
　　基金 －
　　棚卸資産

臨時利益 －

62,889,782

　その他 115,056

科目

　資産評価差額
　移転費用 10,151,035

－
　本年度差額 △ 64,872,997

科目 金額

　業務費用 330,701,906

　使用料及び手数料 12,301,888 　無償所管換等

328,435,997

【業務活動収支】 －

　　長期貸付金 －

資産合計 1,002,715,836

　　基金 －
　　その他 －

　　長期延滞債権

　　長期未払金

939,393,156　固定資産
　　地方債 －

－
　流動負債 5,313,777

　　無形固定資産

一般会計等財務書類間の相互関係図

　　その他 －
　固定資産等形成分 939,393,156

　　投資及び出資金 －
　　投資損失引当金 －

63,322,680
　　現金預金 63,322,680

【資産の部】 － 【負債の部】 －

－

①

③

②
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③ 貸借対照表の純資産合計の金額は，純資産変動計算書の本年度純資産残高と一致します。

② 行政コスト計算書の「純行政コスト」と純資産変動計算書の「純行政コスト」と一致しま

す（純行政コストは純資産の減少要因となる為，純資産変動計算書上はマイナス表記とな

ります）。

① 貸借対照表の資産のうち，「現金預金」の金額は資金収支計算書の本年度末現金預金残高

と一致します。



（単位：円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 939,813,487 　固定負債 117,219,375
　　有形固定資産 939,813,487 　　地方債等 －
　　　事業用資産 898,059,334 　　長期未払金 －
　　　　土地 147,298,605 　　退職手当引当金 117,219,375
　　　　立木竹 － 　　損失補償等引当金 －
　　　　建物 2,339,109,477 　　その他 －
　　　　建物減価償却累計額 △ 1,588,348,753 　流動負債 5,314,236
　　　　工作物 27,386,546 　　1年内償還予定地方債等 －
　　　　工作物減価償却累計額 △ 27,386,541 　　未払金 －
　　　　船舶 － 　　未払費用 －
　　　　船舶減価償却累計額 － 　　前受金 －
　　　　浮標等 － 　　前受収益 －
　　　　浮標等減価償却累計額 － 　　賞与等引当金 5,314,236
　　　　航空機 － 　　預り金 －
　　　　航空機減価償却累計額 － 　　その他 －
　　　　その他 － 負債合計 122,533,611
　　　　その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 － 　固定資産等形成分 940,204,423
　　　インフラ資産 － 　余剰分（不足分） △ 59,209,809
　　　　土地 －
　　　　建物 －
　　　　建物減価償却累計額 －
　　　　工作物 －
　　　　工作物減価償却累計額 －
　　　　その他 －
　　　　その他減価償却累計額 －
　　　　建設仮勘定 －
　　　物品 2,440,097,617
　　　物品減価償却累計額 △ 2,398,343,464
　　無形固定資産 －
　　　ソフトウェア －
　　　その他 －
　　投資その他の資産 －
　　　投資及び出資金 －
　　　　有価証券 －
　　　　出資金 －
　　　　その他 －
　　　投資損失引当金 －
　　　長期延滞債権 －
　　　長期貸付金 －
　　　基金 －
　　　　減債基金 －
　　　　その他 －
　　　その他 －
　　　徴収不能引当金 －
　流動資産 63,714,738
　　現金預金 63,323,802
　　未収金 －
　　短期貸付金 －
　　基金 390,936
　　　財政調整基金 390,936
　　　減債基金 －
　　棚卸資産 －
　　その他 －
　　徴収不能引当金 － 純資産合計 880,994,614
資産合計 1,003,528,225 負債及び純資産合計 1,003,528,225
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Ⅲ 連結財務書類

連結貸借対照表
（令和3年3月31日 現在）



（単位：円）

科目 金額

経常費用 340,896,206

　業務費用 330,740,832

　　人件費 85,273,724

　　　職員給与費 75,373,326

　　　賞与等引当金繰入額 5,314,236

　　　退職手当引当金繰入額 1,167,164

　　　その他 3,418,998

　　物件費等 244,504,720

　　　物件費 83,088,739

　　　維持補修費 97,291,684

　　　減価償却費 64,124,297

　　　その他 －

　　その他の業務費用 962,388

　　　支払利息 －

　　　徴収不能引当金繰入額 －

　　　その他 962,388

　移転費用 10,155,374

　　補助金等 10,088,060

　　社会保障給付 －

　　他会計への繰出金 －

　　その他 67,314

経常収益 12,436,115

　使用料及び手数料 12,320,118

　その他 115,997

純経常行政コスト 328,460,091

臨時損失 －

　災害復旧事業費 －

　資産除売却損 －

　投資損失引当金繰入額 －

　損失補償等引当金繰入額 －

　その他 －

臨時利益 －

　資産売却益 －

　その他 －

純行政コスト 328,460,091
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連結行政コスト計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日



（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 945,882,431 1,004,330,870 △ 58,448,439

　純行政コスト（△） △ 328,460,091 － △ 328,460,091

　財源 263,572,274 － 263,572,274

　　税収等 263,572,274 － 263,572,274

　　国県等補助金 － － －

　本年度差額 △ 64,887,817 － △ 64,887,817

　固定資産等の変動（内部変動） － △ 64,126,447 64,126,447

　　有形固定資産等の増加 － 2,050 △ 2,050

　　有形固定資産等の減少 － △ 64,124,297 64,124,297

　　貸付金・基金等の増加 － 1,400 △ 1,400

　　貸付金・基金等の減少 － △ 5,600 5,600

　資産評価差額 － － －

　無償所管換等 － － －

　その他 － － －

　本年度純資産変動額 △ 64,887,817 △ 64,126,447 △ 761,370

本年度末純資産残高 880,994,614 940,204,423 △ 59,209,809

科目 合計

連結純資産変動計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日
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（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出 275,578,120

　　業務費用支出 265,422,746

　　　人件費支出 84,079,935

　　　物件費等支出 180,380,423

　　　支払利息支出 －

　　　その他の支出 962,388

　　移転費用支出 10,155,374

　　　補助金等支出 10,088,060

　　　社会保障給付支出 －

　　　他会計への繰出支出 －

　　　その他の支出 67,314

　業務収入 276,008,389

　　税収等収入 263,572,274

　　国県等補助金収入 －

　　使用料及び手数料収入 12,320,118

　　その他の収入 115,997

　臨時支出 －

　　災害復旧事業費支出 －

　　その他の支出 －

　臨時収入 －

業務活動収支 430,269

【投資活動収支】

　投資活動支出 3,450

　　公共施設等整備費支出 2,050

　　基金積立金支出 1,400

　　投資及び出資金支出 －

　　貸付金支出 －

　　その他の支出 －

　投資活動収入 5,600

　　国県等補助金収入 －

　　基金取崩収入 5,600

　　貸付金元金回収収入 －

　　資産売却収入 －

　　その他の収入 －

投資活動収支 2,150

【財務活動収支】

　財務活動支出 －

　　地方債等償還支出 －

　　その他の支出 －

　財務活動収入 －

　　地方債等発行収入 －

　　その他の収入 －

財務活動収支 －

本年度資金収支額 432,419

前年度末資金残高 62,891,383

本年度末資金残高 63,323,802

前年度末歳計外現金残高 －

本年度歳計外現金増減額 －

本年度末歳計外現金残高 －

本年度末現金預金残高 63,323,802
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連結資金収支計算書
自 令和2年4月1日

至 令和3年3月31日
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本年度歳計外現金増減額 －
本年度末歳計外現金残高 －
本年度末現金預金残高 63,323,802

本年度末資金残高 63,323,802
前年度末歳計外現金残高 －

　財務活動収入 －
財務活動収支 －
本年度資金収支額 432,419

－

【投資活動収支】 －
　投資活動支出 3,450
　投資活動収入 5,600

－
　財務活動支出

前年度末資金残高 62,891,383

資産収支計算書
科目 金額

　臨時支出 －
　臨時収入 －
業務活動収支 430,269

【業務活動収支】 －
　業務支出 275,578,120
　業務収入 276,008,389

投資活動収支 2,150
【財務活動収支】

臨時利益 －

　その他 －

純行政コスト 328,460,091

　本年度純資産変動額 △ 64,887,817純経常行政コスト 328,460,091
臨時損失 － 本年度純資産残高 880,994,614

　使用料及び手数料 12,320,118 　無償所管換等 －
　その他 115,997

　移転費用 10,155,374 　本年度差額 △ 64,887,817
経常収益 12,436,115 　資産評価差額 －

263,572,274
　　その他の事業費用 962,388 　　国庫等補助金 －

　業務費用 330,740,832 　純行政コスト △ 328,460,091
　　人件費 85,273,724 　財源 263,572,274

資産合計 1,003,528,225 負債及び純資産合計 1,003,528,225

行政コスト計算書 純資産変動計算書
科目 金額 科目 金額

経常費用 340,896,206 前年度末純資産残高 945,882,431

　　物件費等 244,504,720 　　税収等

　　その他 － 　余剰分（不足分） △ 59,209,809
　　徴収不能引当金 － 純資産合計 880,994,614

　　基金 390,936 【純資産の部】 －
　　棚卸資産 － 　固定資産等形成分 940,204,423

　　未収金 － 　　その他 －
　　短期貸付金 － 負債合計 122,533,611

　流動資産 63,714,738 　　賞与等引当金 5,314,236
　　現金預金 63,323,802 　　預り金 －

　　その他 － 　　前受金 －
　　徴収不能引当金 － 　　前受収益 －

　　長期貸付金 － 　　未払金 －
　　基金 － 　　未払費用 －

－

　　無形固定資産 － 　　損失補償等引当金 －
　　投資及び出資金 － 　　その他 －

　　インフラ資産 － 　　長期未払金 －
　　物品 41,754,153 　　退職手当引当金 117,219,375

　固定資産 939,813,487 　固定負債 117,219,375
　　事業用資産 898,059,334 　　地方債 －

　　投資損失引当金 － 　流動負債 5,314,236
　　長期延滞債権 － 　　１年以内償還予定地方債

【資産の部】 － 【負債の部】 －
科目 金額 科目 金額

連結財務書類間の相互関係図

貸借対照表 単位：円

①

③

②



固定資産

（不納欠損額）を見積もったもの（流動資産分）

その他 ･･･････････････ 上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

徴収不能引当金 ･･･････ 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額
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もの

地方債 ･･･････････････ 地方公共団体が発行した地方債のうち，償還予定が１年超の

固定負債

棚卸資産 ･････････････ 売却目的保有資産

基金 ･････････････････ 財政調整基金，減債基金

短期貸付金 ････････････ 貸付金のうち，翌年度に償還期限が到来するもの

未収金 ･･･････････････ 税金や使用料などの未収金

現金預金 ･････････････ 手許現金や普通預金など

（不納欠損額）を見積もったもの（固定資産分）

流動資産

徴収不能引当金 ･･･････ 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

その他 ･･･････････････ 上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

（減債基金，その他の基金）

（流動資産に区分されるもの以外）

基金 ･････････････････ 流動資産に区分される以外の基金

長期貸付金 ････････････ 地方自治法第240条第１項に規定する債権である貸付金

合に計上

長期延滞債権 ･････････ 滞納繰越調定収入未済分

投資損失引当金 ･･･････ 連結団体に対する出資にかかる実質価額が著しく低下した場

投資及び出資金 ･･･････ 有価証券，出資金，出捐金など

無形固定資産 ･････････ ソフトウェアなど

物品 ･････････････････ 車両，物品，美術品など

（例：道路，橋，公園，上下水道施設など）

（例：庁舎，ごみ処理施設，し尿処理施設，学校など）

インフラ資産 ･････････ 社会基盤となる資産

Ⅳ 用語解説

事業用資産 ････････････ 公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産
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職員旅費，委託料，消耗品や備品購入費（消費的性質），施

その他の業務費用 ･････ 支払利息，徴収不能引当金繰入額，過年度分過誤納還付

設等の維持修繕に係る経費や減価償却費など

物件費等 ･････････････

経常費用

　業務費用

人件費 ･･･････････････ 職員給与費や賞与等引当金繰入額，退職手当引当金繰入額な

ど

負債

その他 ･･･････････････ 上記以外の流動負債

預り金 ･･･････････････ 基準日時点において，第三者から寄託された資産に係る見返

定福利費

受けたもの

賞与等引当金 ･･････････ 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法

基準日時点において，未だ提供していない役務に対し支払を

する義務の履行を行っていないもの

前受収益 ･････････････ 一定の契約に従い，継続して役務の提供を受けている場合，

前受金 ･･･････････････ 基準日時点において，代金の納入は受けているが，これに対

基準日時点において既に提供された役務に対して，未だにそ

の対価の支払を終えていないもの

未払費用 ･････････････ 一定の契約に従い，継続して役務の提供を受けている場合，

額が確定し，または合理的に見積もることができるもの

のもの

未払金 ･･･････････････ 基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており，その金

１年以内償還予定地方債 ‥ 地方公共団体が発行した地方債のうち，１年以内に償還予定

流動負債

その他 ･･･････････････ 上記以外の固定負債

公共団体財政健全化法上，将来負担比率の算定に含めた将来

負担額を計上します。

損失補償等引当金 ･････ 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方

退職手当引当金 ･･･････ 原則期末自己都合要支給額（負担金支出により計上しない）

なされるもの及びその他の確定債権のうち流動負債に区分さ

れるもの以外

長期未払金 ･･･････････ 地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみ
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その他 ･･･････････････ 上記以外の純資産の変動（調査判明の資産など）

無償所管替等 ･･････････ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

資産評価差額 ･･････････ 有価証券等の評価差額

財源

国庫等補助金 ･････････ 国庫支出金及び都道府県支出金など

税収等 ･･･････････････ 地方税，地方交付税，地方譲与税など

ど，資産形成につながらない行政サービスに係る費用（行政

コスト計算書の「純行政コスト」と一致）

純行政コスト ･･････････ 行政活動に係る費用のうち，人的サービスや給付サービスな

前年度末純資産残高 ････ 前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

臨時損失及び臨時利益

臨時利益 ･････････････ 資産売却益など

臨時損失 ･････････････ 資産除売却損など

銭

その他 ･･･････････････ 過料，預金利子など

経常収益

使用料及び手数料 ･････ 財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金

の資金移動など

移転費用 ･････････････ 住民への補助金や生活保護費などの社会保障費，特別会計へ



　　①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。

　　　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・・再調達原価

　　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価

〇 一般会計等

1 重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

　　②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。

　　　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

(２)出資金の評価基準及び評価方法

　　①　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　②　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額

(３)有形固定資産等の減価償却の方法

　　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法

　　　既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に，茨城県市町村総

　　なお，主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　ア　建物・・・・・・8年～50年

　　　イ　工作物・・・・・10年～18年

　　　除した額を計上しています。
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Ⅴ 注記

　　　合事務組合における積立金額の運用益のうち当組合へ按分される額を加算した額を控

(４)引当金の計上基準及び算定方法

　　①　退職手当引当金

　　　　退職手当債務から茨城県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から

　　　ウ　物品・・・・・・4年
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　　②　出納整理期間について

　　　　地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年

　　　末の計数としています。

　　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

　　　の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(５)資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

　　なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金の受払

　を含んでいます。

(６)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　①　物品の計上基準

　　　　物品については，取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上して

　　　います。

　　②　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については，金額が60万円未満であるときに修繕費

　　　として処理しています。

２ 重要な会計方針の変更等

該当事項ありません

該当事項ありません

３ 重要な後発事象

該当事項ありません

　　②　賞与等引当金

　　　　一般会計

　　　度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度

５ 追加情報

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　　①　一般会計等財務書類の対象範囲

４ 偶発債務



△ 64,873

433 千円

　賞与引当金の増減額

千円

　　売却可能資産の範囲及び内訳・・・・・・・・・・・・・・該当する資産はありません

千円

千円

(２)貸借対照表に係る事項

　退職手当引当金の増減額 △ 1,168

千円

千円

△ 27

　　①　基礎的財政収支 433

　　　　継続費逓次繰越額

　　　　繰越明許費

　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま

　　　す。

　　②　余剰分（不足分）

(３)行政コスト計算書に係る事項

　　③　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

　　　　地方公共団体財政健全化法の定める地方公共団体に一部事務組合は含まれていませ

　　　ん。

(５)資金収支計算書に係る事項

　　　　事故繰越額 千円0

　　　　純資産合計額のうち，固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

　　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　　①　固定資産等形成分

　　④　繰越事業に係る将来の支出予定額

千円

千円

6,545

0

資金収支計算書の業務活動収支

純資産変動計算書の本年度差額

　　売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲・・・・該当する資産はありません
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(４)純資産変動計算書に係る事項

　　②　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

　減価償却費 △ 64,111

　　　　一時借入金の借入はありません。なお，一時借入金の限度額の設定もありません。

　　③　一時借入金
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〇 連結

　　　除した額を計上しています。

　　　　退職手当債務から茨城県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から

　　　既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に，茨城県市町村総

　　　イ　工作物・・・・・10年～18年

　　　ウ　物品・・・・・・4年

　　　合事務組合における積立金額の運用益のうち当組合へ按分される額を加算した額を控

(４)引当金の計上基準及び算定方法

　　①　退職手当引当金

　　有形固定資産・・・・・・・・・・・。。・・・・・・・・・・・・定額法

　　なお，主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　ア　建物・・・・・・8年～50年

　　②　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額

(３)有形固定資産等の減価償却の方法

(２)出資金の評価基準及び評価方法

　　①　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　　　ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。

　　　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

　　　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

　　②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

1 重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　　①　有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

　　　　ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。

　　　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・・再調達原価

　　　イ　昭和60年度以後に取得したもの



　　　連結の対象としています。
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茨城県市町村
総合事務組合

一部事務組合・
広域連合

連結の方法 比例連結割合

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　　①　連結対象団体

　　　　一部事務組合・広域連合の連結方法は，各構成団体の経費負担割合等に基づき比例

比例連結 一般会計等 0.01%

団体名 区分

該当事項ありません

５ 追加情報

該当事項ありません

４ 偶発債務

該当事項ありません

３ 重要な後発事象

　　　として処理しています。

２ 重要な会計方針の変更等

　　　います。

　　②　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については，金額が60万円未満であるときに修繕費

(６)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　①　物品の計上基準

　　　　物品については，取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上して

　　なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金の受払

　を含んでいます。

(５)資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

　　②　賞与等引当金

　　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

　　　の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
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　　　末の計数としています。

　　②　出納整理期間について

　　　　地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年

　　　度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度



（単位：円）

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高
本年度末

減価償却累計額
本年度償却額 差引本年度末残高

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ)－(Ｅ)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｇ)

　事業用資産 2,512,853,161 0 0 2,512,853,161 1,615,210,939 59,834,512 897,642,222

　　土地 147,239,924 0 0 147,239,924 0 0 147,239,924

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　　建物 2,338,226,691 0 0 2,338,226,691 1,587,824,398 59,834,512 750,402,293

　　工作物 27,386,546 0 0 27,386,546 27,386,541 0 5

　　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 0 0 0 0 0 0

　　建物 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0

　物品 2,440,092,900 0 0 2,440,092,900 2,398,341,966 4,276,966 41,750,934

合計 4,952,946,061 0 0 4,952,946,061 4,013,552,905 64,111,478 939,393,156

区分
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Ⅵ 附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細



（単位：円）

区分
生活インフラ
・国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

　事業用資産 0 0 0 897,642,222 0 0 0 897,642,222

　　土地 0 0 0 147,239,924 0 0 0 147,239,924

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0 0

　　建物 0 0 0 750,402,293 0 0 0 750,402,293

　　工作物 0 0 0 5 0 0 0 5

　　船舶 0 0 0 0 0 0 0 0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0

　　航空機 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0

　インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 0 0 0 0 0 0 0

　　建物 0 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0 0 0 0

　物品 0 0 0 41,750,934 0 0 0 41,750,934

合計 0 0 0 939,393,156 0 0 0 939,393,156

②有形固定資産の行政目的別明細
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（単位：円）

株数・口数など 時価単価
貸借対照表

計上額
取得単価 取得原価 評価差額

(Ａ)×(Ｂ) (Ａ)×(Ｄ) (Ｃ)－(Ｅ)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

出資金額
(貸借対照表計上額)

資産 負債 純資産額 資本金 出資割合(％) 実質価額
投資損失

引当金計上額
(参考)財産に関
する調書記載額

(Ｂ)－(Ｃ) (Ａ)／(Ｅ) (Ｄ)×(Ｆ)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｇ) (Ｈ)

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

出資金額 資産 負債 純資産額 資本金 出資割合(％) 実質価額 強制評価減
貸借対照表

計上額
(参考)財産に関
する調書記載額

(Ｂ)－(Ｃ) (Ａ)／(Ｅ) (Ｄ)×(Ｆ) (Ａ)－(Ｈ)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (Ｇ) (Ｈ) (Ｉ)

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの

銘柄名
(参考)財産に関
する調書記載額

相手先名

市場価格のないもののうち連結対象団体に対するもの

相手先名

市場価格のないもののうち連結対象団体以外に対するもの



（単位：円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

（貸借対照表計上額）
(参考)財産に関する

調書記載額

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

合計 0 0 0 0 0

（単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

小計 0 0 小計 0 0

【未収金】 【未収金】

小計 0 0 小計 0 0

合計 0 0 合計 0 0

－　28　－

④基金の明細

⑤貸付金の明細

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 (参考)

貸付金計

⑥長期延滞債権の明細



（単位：円）

目的使用 その他

　退職手当引当金 116,047,139 1,167,801 117,214,940

　損失補償引当金

　賞与等引当金 5,287,161 5,313,777 5,287,161 5,313,777

合計 121,334,300 6,481,578 5,287,161 0 122,528,717

（単位：円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

派遣職員負担金 坂東市 9,734,135

焼却灰搬出負担金 北茨城市 149,500

その他 204,400

計 10,088,035

合計 10,088,035

２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（1）補助金等の明細

　その他の補助金等

－　29　－

本年度末残高

⑤引当金の明細

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額



（単位：円）

会計 区分 金額

263,563,000

263,563,000

国庫支出金

県等支出金

計 0

国庫支出金

県等支出金

計 0

0

263,563,000

（単位：円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

328,435,997 0 0 263,563,000 64,872,997

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

328,435,997 0 0 263,563,000 64,872,997

（単位：円）

本年度末残高

63,322,680

0

0

63,322,680

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

－　30　－

一般会計等

税収等
分担金

合計

４．資金収支計算書の内容に関する明細

（1）資金の明細

種類

　小口支払資金

　要求払預金

　出納整理期間中の資金収支額

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細

財源の内容

小 計

合計

（２）財源情報の明細

区分 金額
内訳

　純行政コスト

　有形固定資産等の増加

　貸付金・基金等の増加

　その他

合計


